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１ 業務対価の構成 

飛島村ふれあいの郷再編整備事業（以下「本事業」という。）の実施に対し、飛島村（以下「発

注者」という。）が事業者に支払う業務対価は、次の各業務に係る対価及び消費税・地方消費税か

ら構成される。業務対価を構成する各費用の内訳は、下表に示すとおりとする。 

区分 対象業務・費用の内容 

業務対価Ａ 設計業務に係る費用 

業務対価Ｂ 建設業務に係る費用 

業務対価Ｃ 工事監理業務に係る費用 

業務対価Ｄ 開業準備業務に係る費用 

業務対価Ｅ 維持管理業務及び運営業務に係る指定管理料 

消費税及び地方消費税 各業務対価のうち課税対象外のものを除いた費用に係る

消費税及び地方消費税 

利用料金収入及び自主事業収入は、要求水準書及び指定管理者基本協定に定めるところにより事

業者の収入とし、上記の業務対価には含めない。飲食・物販等の独立採算事業に要する費用も、

別に定める場合を除き、業務対価には含めない。 

 

２ 支払方法 

（１）設計業務に係る対価 

 ・設計業務委託契約に定める額を、設計業務完了年度に支払う。 

 ・基本設計及び実施設計等について一部完了払を行う場合は、設計業務委託契約第 24条及び発

注者と受注者が別途作成する支払予定表に基づく。 

 ・支払時期は、適法な請求書を受理した日から 30 日以内とする。 

 

（２）建設業務に係る対価 

 ・建設工事請負契約に定める額を、各年度の出来高に応じて支払う。 

 ・年度別の支払限度額及び出来高予定額は、事業者提案及び契約締結時の工程を踏まえ、契約

締結時までに確定する。 

ア 支払い限度額及び出来高予定額 

年度 支払い限度額 出来高予定額 

令和９年度 円 円 

令和 10 年度 円 円 

令和 11 年度 円 円 

令和 12 年度 円 円 

 事業者の提案に基づき、協議の上、決定する。 

イ 前金払 

   ・前金払を行う場合は、建設工事請負契約及び関係法令等に基づく。前払金の額は、各会計

年度の出来高予定額を基礎として算定する。 



- 2 - 

   ・前会計年度末の出来高が出来高予定額に達していない場合は、当該出来高予定額に達する

まで、次年度の前払金を請求できない。 

ウ 中間前金払及び部分払 

・中間前金払又は部分払は、建設工事請負契約に定める条件により行う。 

・同一会計年度における中間前金払と部分払の併用可否は、建設工事請負契約及び支払予定

表に定める。 

エ 部分引渡し及び完成払 

・要求水準書又は設計図書に指定部分がある場合、建設工事請負契約に基づき部分引渡しを

行い、当該部分に相応する請負代金を支払う。 

・完成払は、契約金額から支払済みの前払金、中間前払金、部分払金及び部分引渡しに係る

支払額を控除した額とする。 

 

（３）工事監理業務に係る対価 

 ・工事監理業務委託契約に定める額を、工事監理業務完了年度に支払う。 

 ・一部完了払を行う場合は、工事監理業務委託契約第 24条及び支払予定表に基づく。 

 

（４）開業準備業務に係る対価 

 ・開業準備業務委託契約に定める額を、契約締結日から供用開始日までの間に支払う。 

 ・開業準備期間中の本施設及び既存福祉施設の光熱水費、試運転並びにプレオープンに要する

光熱水費は、事業者の負担とする。 

 ・維持管理及び運営に必要な教育訓練に要する費用は、事業者の負担とする。 

 

（５）維持管理業務及び運営業務に係る対価 

・供用開始日から事業期間終了まで、指定管理者基本協定及び各年度の年度協定に定める指定

管理料を支払う。 

 ・支払時期、回数及び各回の支払額は、年度協定に定める。 

・利用者数、光熱水費その他事業環境の変動に伴う指定管理料の変更又は精算は、募集要項等、

リスク分担表、質問回答書及び指定管理者基本協定に基づき、個別事象ごとに協議して決定

する。 

 

３ 各段階における契約金額の決定及び変更方法 

事業者は、優先交渉権者決定後、提案時の事業費内訳書と同じ区分により契約金額内訳書を提

出する。発注者の指示による要求水準書等の変更に該当する場合は、各個別契約に従い契約金額

を変更する。変更額は、直近の内訳書の数量及び単価を基礎とし、内訳書に単価がない場合は、

刊行物、類似項目の単価又は見積書等を参考に協議して定める。 
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４ 契約金額内訳書の作成方法 

・公共建築工事積算基準その他発注者が指定する基準による。 

・設計、建設、工事監理、開業準備、維持管理及び運営の費用を明確に区分する。 

・金入り内訳書、金抜き内訳書、数量調書、単価根拠及び参考見積書を提出する。 

・既存福祉施設の修繕・更新など本事業の対象外費用を混在させない。 

 

５ 設計変更以外の業務対価の改定方法 

（１）建設業務 

 建設業務に係る請負代金額の改定は、建設工事請負契約第 21 条に定める賃金又は物価の変動に

基づく請負代金額の変更による。改定の種類、発動条件及び算定方法は次のとおりとする。 

区分 条件 負担割合 

全体スライド 契約締結日から 12 か月を経過した後、

賃金又は物価の変動により残工事代金

額が不適当となったとき。再度の請求は

直前の改定基準日から 12 か月経過後。 

変動前後の残工事代金額の差額のうち、

変動前残工事代金額の 1.5％を超える

額を改定する。1.5％以内は請求者側の

負担とする。 

単品スライド 特別な要因により、工期内に主要な工事

材料の価格に著しい変動が生じ、請負代

金額が不適当となったとき。 

対象材料ごとに算定した変動額の合計

のうち、請負代金額の 1.0％を超える額

を改定する。1.0％以内は事業者負担と

する。 

インフレスライド 予期することのできない特別な事情に

より、工期内に急激なインフレーション

又はデフレーションが生じ、請負代金額

が著しく不適当となったとき。 

基準日以降の残工事代金額について算

定した変動額のうち、変動前残工事代金

額の 1.0％を超える額を改定する。

1.0％以内は事業者負担とする。 

ア 基準日及び対象額 

   ・全体スライド及びインフレスライドの基準日は、原則として請求日とする。 

  ・対象額は、基準日時点における未施工部分に相応する残工事代金額とする。基準日前に搬

入済み又は発注者が出来形として確認したものは対象外とする。 

イ 指標の選定 

   ・建設に係る資材費等の物価変動の指標は「一般財団法人建設物価調査会-事務所 RC（名古

屋）を適用する。 

   ・指数のみで実勢価格を適切に反映できない資材・設備は、事業者が契約書、見積書、発注

書、納品書及び請求書等を提出し、発注者が適当と認める実購入価格を用いる。 

 

（２）維持管理業務及び運営業務 

 業務対価Ｅは、人件費、光熱水費及びその他物件費に区分し、各区分の基準額に対応する改定

率を乗じて、毎年度改定する。自主事業費、飲食・物販等の独立採算事業費、租税公課、減価償却

費、支払利息及び事業者提案により追加した費用は改定対象外とする。 
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区分 対象経費 改定指標 

人件費 直接雇用職員の給与、賃金、賞与、

法定福利費等 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」賃

金指数（きまって支給する給与、調

査産業計、愛知県）の年度平均。愛

知県値が継続して得られない場合

は全国値。 

電気料金 電気使用料 日本銀行「企業物価指数」電力・都

市ガス・水道のうち電力に係る指数

の年度平均。料金制度の変更等によ

り実態と著しく乖離する場合は、契

約単価及び請求実績により協議。 

燃料・ガス料金 ガス、灯油その他温浴施設の加温等

に用いる燃料費 

日本銀行「企業物価指数」の石油・

石炭製品又は電力・都市ガス・水道

のうち、実際に使用する燃料種別に

対応する指数の年度平均。 

水道料金 上下水道・農業集落排水等の使用料 飛島村又は供給事業者の条例・料金

表による単価の改定率。 

その他物件費 消耗品、委託料、修繕費、通信運搬

費、備品購入費等 

日本銀行「企業物価指数（総平均）」

及び「企業向けサービス価格指数

（総平均）」の年度平均を、対象経費

の内訳に応じて適用。 

ア 基準日、見直し時期及び見直し条件 

   ・基準指数は、提案書提出期限日の属する年度の前年度平均とする。   

・毎年度 1回、t年度の指定管理料は、t-2 年度の年度平均指数と前回改定に用いた基準指数

を比較して算定し、t年度の年度協定に反映する。 

・初回改定は供用開始年度から適用し、提案書提出期限日の属する年度の前年度平均と、供

用開始年度の 2年度前の年度平均を比較する。 

・費用区分ごとの指数変動率の絶対値が前回改定時から 1.5％以上となった場合に改定する。

1.5％未満の場合は、その年度は改定せず、次年度以降も前回改定に用いた指数と比較する。 

 

イ 算定式 

   各費用区分の改定後基準額 ＝ 前回改定後の当該費用区分の基準額 ×（今回指数 ÷ 前回

改定時指数） 

改定後指定管理料 ＝ 改定対象各区分の改定後基準額の合計 ＋ 改定対象外経費 ± 個別

精算額 

   ・改定率は小数点以下第 4位未満を切り捨て、改定額は 1,000 円未満を切り捨てる。   

・消費税及び地方消費税は、改定後の税抜額に支払時点の税率を乗じて算定する。 
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ウ 個別協議 

   ・指数の廃止・改編、料金制度の大幅変更又は指数と実勢価格の著しい乖離がある場合は、

代替指標又は実績資料により協議して定める。 

・感染症、地震、予測不能な燃料価格の急騰その他不可抗力により事業環境が大きく変動し

た場合は、通常の年次改定とは別に、リスク分担表及び指定管理者基本協定に基づき協議

する。 

・利用料金収入の減少又は増加は物価改定の対象に含めず、需要変動又は不可抗力に関する

別途の規定により取り扱う。 

 

（３）開業準備業務 

要求水準書等の変更、不可抗力その他当事者の責めに帰すことができない事由により費用が増

減した場合は、開業準備業務委託契約及びリスク分担表に基づき協議する。 

 

（４）消費税及び地方消費税 

税率が変更された場合は、支払時点で適用される法令に従い税額を変更する。 

 

６ 提案内容の履行の確認 

提案した性能、機能又はサービス水準が達成されない場合は、各事業契約及びモニタリング計

画に基づき、是正、再履行、業務対価の減額、損害賠償請求、指定の取消しその他必要な措置を

講じる。 


